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はじめに

学校施設は、多くの児童生徒等が一日の大半を過ごす学習、生活等の場であるこ

とから、安全性を確保することが必要不可欠であり、地震発生時の児童生徒等の人

命を守るため、施設に十分な耐震性能を持たせて学校施設を整備することが必要で

ある。

さらには、地震等の災害発生時には、地域住民の応急的な避難場所としての役割

を果たすことが求められることからも、学校施設の耐震性能の向上を積極的に図っ

ていくことは重要な課題である。

北海道地方の最近の地震活動を見ると、平成10年以降で人的被害のあった地震に

限ってみても、平成11年5月13日釧路支庁中南部地震(マグニチュード6.3)最大震度

4、平成12年1月28日根室半島南東沖地震(マグニチュード7.0)最大震度4、平成15年

9月26日十勝沖地震(マグニチュード8.0)最大震度６弱、平成16年11月29日釧路沖地

震(マグニチュード7.1)最大震度５強、平成16年12月6日根室半島南東沖地震(マグ

ニチュード6.9)最大震度５強、平成16年12月14日留萌支庁南部地震(マグニチュー

ド6.1)最大震度5強、平成17年1月18日釧路沖地震(マグニチュード6.4)最大震度５

強と大きな地震が７回も発生し、特に平成15年の十勝沖地震では学校施設も大きな

被害を被っており、今後も大規模地震の発生が予想される本道においては、耐震化

の推進は喫緊の課題となっている。

本書は、本道において特に大規模地震発生の危険性が高い太平洋沿岸地域をモデ

ルとし、学校施設の耐震化の推進に関する基本的な考え方や具体的な進め方、留意

すべき点などを指針としてまとめたものである。

今後、この指針が広く本道の学校施設耐震化の着実かつ迅速な推進のために活用

されれば幸いである。

平成１７年４月

北海道教育委員会
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